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【 わたしからのひと言 】

私たち　２１・老福連の主張

保険料・利用料の減免制度を拡充し、所得に応じた負担制度に変更すること。

少なくとも住民税非課税世帯からの保険料、利用料徴収はしないものとすること。

また、住居費・食費の原則本人負担は直ちに廃止すること。

要介護認定制度を見直して、専門職の判断によって必要な人に必要なだけの

サービスを受けることができるようにすること。

待機者をなくすために特別養護老人ホームの緊急整備をおこなうこと。

また、セーフティネットとして養護老人ホームの緊急整備をおこなうこと。

施設の建設を進めるために公費による建設補助を４分の３に戻すこと。

職員配置基準の改善と専門職に相応しい身分・給与の改善をおこなうこと。

特別養護老人ホーム・老人保健施設など施設の介護職員は、少なくとも入所者２人に

対して職員を１人以上とすること。

すべてのサービスの指定基準内職員は常勤職員とすること。

福祉職員の給与を月額４万円以上増額すること。

そのために国民負担を増やすことなく思い切った介護給付の底上げをおこなうこと。

以上を実施するため、少なくとも国の負担率を元の５０％に戻すこと。

国民負担を求めることなく介護給付の大幅増額を

だれもが人間らしく尊厳ある人生を送ることは、国民の権利です。

利用者にはわずかな負担で安心して暮らすことのできる介護保障を。

福祉施設には、利用者の尊厳を守るにふさわしい介護給付の大幅増額を。

国と自治体の負担率をもとに戻せば、十分できます。
























